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論　　文
ポスト・ミレニアム開発目標と不平等*
春　　日　　秀　　文†　
1 　はじめに
　ミレニアム開発目標（MDGs）は、2000 年 9 月の国連ミレニアム・サミットで採択され
た国連ミレニアム宣言を基にまとめられた国際的な開発目標である。2012 年時点の資料に
よると、8 つの目標（Goal）の下に複数の具体的な数値目標であるターゲット（Target）が
あり、さらに各ターゲットには数値目標のための指標（Indicator）が定められている。目標
1 は「極度の貧困と飢餓の撲滅」であり、その具体的な数値目標であるターゲット 1.A は「2015
年までに 1 日 1.25 ドル未満で生活する人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」と
いうものである（各目標および本文中で言及したターゲットについては付録 A を参照せよ）。
実は、この数値目標は、世界全体の数値（貧困者人口の割合）を半減すべきと解釈した場合、
要　　旨
　この論文では、2015 年に数値目標の期限を迎えるミレニアム開発目標（MDGs）の進捗状況を
確認し、現在検討されている 2015 年以降の目標についての提言を行う。最初に、MDGs の第一
の目標である「極度の貧困と飢餓の撲滅」について、世界全体では数値目標が既に達成されてい
るが、各国の進捗状況には大きなばらつきがあることを示す。次に、今後の重要な問題が国内の
不平等であり、不平等が教育や保健などの貧困の様々な側面に悪影響を及ぼしている可能性を指
摘する。さらに、一人あたり GDP が同水準にある国の中でも不平等の程度には大きな差があり、
政府の再分配政策が重要であることを示す。これらより、ポスト MDGs では不平等の改善を重
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既に達成されている。1）図 1 では世界銀行の PovcalNet より各地域の貧困率（1 日 1.25 ドル未
満で生活する人口の割合）を示している。2）最下部に示されているように、世界全体の貧困
率は、2010 年時点において、1990 年の水準の半分よりも既に小さくなっている。ただし、
世界全体で一様に貧困削減が進んでいるのではない。注意すべきことは、貧困率が各国で同
じように半減した場合でも、人口が大きい国ほど世界全体の貧困者数減少に大きな影響を与
えることである。最上部に示されている東アジア・太平洋地域での貧困率減少の大きな要因
は、人口が多い中国の貧困者数減少である。このような人口が大きい国での貧困者数減少が
世界全体の貧困率減少に大きく貢献している。一方で、2010 年までのサブサハラ・アフリ
カ地域の貧困率の減少はわずかであり、この地域での数値目標達成が困難であることを示し
ている。3）Easterly（2009）が指摘するように、MDGs の数値目標は、基準である 1990 年時
点で特に貧困家計の所得水準が低かったサブサハラ・アフリカ地域には不利となっている（当
初の所得水準が低い場合、目標達成にはより高い成長率が必要となる）。このように、ター
ゲット 1.A の例は MDGs 指標の評価方法が数値目標の達成に大きな影響を与えることを示
している。United Nations（2012）によると、ターゲット 7.C およびターゲット 7.D につい
ても世界全体の数値で評価する場合には既に達成されている。しかし、これらのターゲット
についても、国レベルの進捗状況は大きく異なり、サブサハラ・アフリカ地域では達成度が
低くなっている。4）
　国レベルで評価した場合に進捗状況の格差が存在する事実は、指標を評価する範囲に関す
る重要な問題点を提示している。「世界全体で評価するか、国ごとに評価するか」という選
択は数値目標達成に大きな影響を与える。そして、この問題は「国全体で評価するか、国内
の地域やグループごとに評価するか」という選択にも同様に当てはまる。言い換えると、指
1 ） MDGs の数値目標の解釈については、世界全体の数値で評価すべきなのか、国レベルの数値で評価し
各国が数値目標を達成すべきなのかについて議論がある。Vandemoortele（2009）は、MDGs の数値
目標は世界全体の過去の各指標のトレンドをもとに設定されたものであるため、国レベルの目標とは
解釈すべきではないと主張している。
2 ） データは“PovcalNet: the on-line tool for poverty measurement developed by the Development 
Research Group of the World Bank”のサイト（http://iresearch.worldbank.org/PovcalNet/index.htm）
より入手可能である。
3 ） Clemens et al.（2007）は数値目標達成見込みについて詳細に議論し、サブサハラ・アフリカ地域で
の達成については悲観的な予測をしている。また、Chandy et al.（2013）は、貧困削減の中心が中国
からアフリカに移動することから今後の貧困削減ペースが鈍化することを予測している。Besley and 
Burgess（2003）は、過去のデータより、アフリカでは成長による貧困削減の効果が小さいことを指摘
している。
4 ） Chakravarty and Majumder（2008）は MDGs 指標が満たすべき条件を理論的に検討した上で、分野
ごとに各国の進捗状況を調査している。Sahn and Stifel （2003）は各 MDGs 指標を用いた進捗状況を検
討し、アフリカについては達成度が低いことを示している。
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標を国レベルで評価し数値目標が達成されたとしても、国内のグループ間格差が放置される
場合があるということである。具体的には、国レベルで貧困削減目標が達成された場合でも、
国内で「平均として」貧困が減少しただけであり、国内の地域間やグループ間の貧困率には
格差が残る可能性が高い。MDGs では、ターゲット 2.A およびターゲット 3.A において男
女の格差を扱っているが、それ以外のターゲットではグループ間格差は扱われていない。現
実には、様々な分野において、民族・宗教・人種等の多様なグループ間格差が存在している。
Masset and White（2004）はブルガリア、ガーナ、ニカラグア、ベトナムの家計調査のデ
ータを用いて、様々な点で不利と思われるグループ（孤児・老人など）について、貧困・就
学率・栄養を調査している。また、Van de Walle and Gunewardena（2001）はベトナムの
少数民族がどのような点で不利な環境に置かれているかを詳細に調査している。5）
　このように様々な分野で国内の不平等およびグループ間格差が存在する。その中で比較的
データの入手可能性が高く、多くの国の間で比較が可能であるのは所得の不平等についてで
あろう。所得の不平等は各経済主体に所得がどのように分配されるかという問題である。こ
れは高所得者（例えば上位 10％）と低所得者（例えば下位 10％）の格差と考えることがで
きる。所得格差（不平等）を表す代表的な指標はジニ係数であり、この指標を用いることで
国内の所得分配を一つの値で示すことが可能である。ジニ係数が大きいことは、平均的に所
得格差が大きいことを意味する。6）ジニ係数は相対的に貧しい人の割合についての指標であ
5 ） いくつかの研究では、国内の平等を考慮した開発指標を提案している。例えば Fukuda-Parr et 
al.（2009）および Luh et al.（2013）を参照せよ。ただし、これらの指標を用いた進捗状況の評価には、
国内各サブグループ・データの入手可能性の向上が不可欠である。
6 ） ジニ係数についてはローレンツ曲線を用いて説明されることが多い。ただし、対象者すべてのペアの
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図 1 地域別貧困率の変化
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り、MDGs 指標の一つである貧困率のように絶対的な基準（1 日あたり 1.25 ドル）を用いて
はいない。その点から、貧困率が絶対的貧困の指標とすれば、ジニ係数は相対的貧困の指標
と解釈できる。
　図 2 は各国のジニ係数を示している。横軸は 1990-1994 年、縦軸は 2006-2011 年のジニ係
数である。それぞれの期間中で入手可能な最も近年の値を世界銀行の World Development 
Indicators（WDI）から利用している。標本は両期間のデータが入手可能な 62 カ国である。7）
横軸で示した 1990-1994 年のジニ係数の平均は 40.8、縦軸で示した 2006-2011 年のジニ係
数の平均は 41.4 である。所得分配は各国の特徴に依存し短期間に大きく変動する変数では
ないことが知られている （Li et al., 1998）。図 2 においても、各国の 1990 年代前半と 2000
年代後半の値には明らかな相関があり、時間による変化よりも国による違いが大きいことが
わかる。図中で右上に位置するのは両期間でジニ係数が高い国であり、そのほとんどがラテ
ンアメリカ・カリブ海地域、またはアフリカ地域の国である（両期間でジニ係数が 50 以上
の国は 8 カ国あり、前者が 5 カ国、後者が 3 カ国である）。8）また、ジニ係数が 1990 年代前
所得格差の平均を用いた定式化も可能である。詳細については例えば Lambert（2001）の解説を参照
せよ。
7 ）データは世界銀行のサイト （http://databank.worldbank.org/data/）から入手可能である。
8 ） 図 2 に示されたラテンアメリカ・カリブ海地域にはジニ係数が高い国が多く、それらのほとんどの国
で値は 40 を超えている。ジニ係数が両期間において高く右上に位置する国の過半数がラテンアメリカ・
カリブ海地域の国である。ただし、実際に不平等度が高い国がこの地域に集中しているとは限らない。
中東・北アフリカ地域およびアフリカ地域の国については当該期間のジニ係数が入手できない国も多
いため、それらの地域に不平等度が高い国が含まれている可能性は十分にある。図中の国記号につい
ては付録 B を参照せよ。　
ARG
BDI
BFA
BGD
BGR
BLR
BOL
BRA
CAF
CHL
CHNCIV
COL
CRI
DOM
ECU
EGY
GHA
GIN
HND
HUN
IDN
IND
JOR
KAZ
KGZ
KHMLAOLKA
LTU
LVA
MAR
MDA
MDG
MEX
MLI
MRT
MYS
NER
NGA
PAK
PAN
PER
PHL
POL
PRY
ROM
RUSSEN
SLV
SVK
THA
TUN
TUR
TZA
UGA
UKR
URYVEN
VNM
ZAF
ZMB
20
30
40
50
60
G
in
i c
oe
ffi
ci
en
t: 
20
06
−2
01
1
20 30 40 50 60
Gini coefficient: 1990−1994
Source: World Development Indicators
図 2 国別不平等の変化
28
図 2 　国別不平等の変化 
334
33
ポスト・ミレニアム開発目標と不平等（春日）
半に高く、近年大幅に減少した（不平等が改善した）国はわずかである。これは、図 1 にお
いて、多くの地域（サブサハラ・アフリカ地域以外）で貧困率が 1990 年の値から大きく減
少していることと対照的である。このように、世界全体で絶対的貧困は大幅に減少している
が、相対的貧困である不平等については改善していない。
　本稿の残りの部分では、2 節において不平等がどのような弊害をもたらすのか、3 節にお
いて不平等への政府の対応は十分かについて検討する。4 節では、これらの議論からポスト
MDGs では不平等の改善とそのための適切な再分配政策を目標とすべきであるという結論
を述べる。
2 不平等はなぜ望ましくないのか
　前節では、世界全体の貧困者人口で評価した場合、MDGs のターゲット 1.A は既に達成
されていることを示した。一方で、MDGs の数値目標が達成された場合でも、国ごとに進
捗状況は大きく異なり、さらに国内のグループ間格差も解消されないという問題点を指摘し
た。本節では、所得の不平等に注目し、それが所得で測った貧困だけでなく、貧困の様々な
側面に影響を及ぼす可能性を示す。具体的には、ジニ係数で計測された不平等が（絶対的な
貧困の指標である）貧困率、教育・保健に関する指標と結びついていることを示す。つまり、
不平等と様々な指標で測った MDGs の進捗状況は無関係でなく、格差が放置されている国
では MDGs の数値目標が未達となる可能性が高いことが示される。
　最初に、ジニ係数と一人あたり GDP の関係を見る。9）図 3 は、両変数のデータが WDI よ
り利用可能な 46 カ国について、縦軸を一人あたり GDP、横軸をジニ係数とした散布図であ
る。10）ここでは不平等が一人あたり GDP に与える影響に関心があるため、2005 年のジニ係
数と 2007 年の一人あたり GDP のデータを用いた。11）前節で示したようにジニ係数が高い国
はラテンアメリカ・カリブ海地域に集中している。図 3 に含まれるラテンアメリカ・カリブ
9 ） 多くの場合、ジニ係数は各国の家計調査をもとに計算される。ただし、 Atkinson and Brandolini （2001）
が指摘するように、ジニ係数の国際比較には変数の定義が均一でないという問題が存在する。例えば、
ジニ係数が（1）所得に基づくものなのか支出・消費に基づくものなのか、（2）税引前か税引後か、（3）
個人単位か家計単位かなどの問題が存在する。厳密な分析にはこれらの定義の違いを考慮する必要が
ある。ここではできるだけ多くの国のデータを利用するため、広く利用されている世界銀行のデータ
セットを用いている。 
10） データは世界銀行のサイト（http://data.worldbank.org/indicator）より入手可能である。2005 年のジ
ニ係数が WDI に記載されていない高所得国については、この標本には含まれていない。
11） 所得と不平等の関係は、Kuznets（1955）による逆 U 字仮説として知られている。これは、発展の初
期には発展に伴って所得分配の不平等度が高まるが、やがてある所得水準でピークに達し、それ以後
は不平等度は低下していくというものである。より近年のデータを用いた不平等の変化については
Deininger and Squire（1996）を参照せよ。
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海地域の国では、ジニ係数が 45 以下であるのは観測値 NIC（ニカラグア）のみである。 Li 
et al. （1998）が示したように、ジニ係数は短期では大きく変化しない変数であり、初期条件
や制度等の各国の特徴が大きな影響を持つと考えられる。12）このような地域特有の効果をコ
ントロールするため、ジニ係数が著しく大きいラテンアメリカ・カリブ海地域の 16 カ国を
別の標本とした。それぞれの標本に線形回帰による直線を当てはめたところ、図 3 に示され
るように、いずれも直線は右下がりとなった。13）このように、図 3 の結果は不平等が大きく
なるほど一人あたりの GDP が小さくなる傾向を示している。ただし、左の図からは、ジニ
係数が低く一人あたり GDP が非常に高い観測値 SVK（スロバキア）の影響が大きいことが
12）例えば Easterly（2007）は各国の不平等の程度を農地の特徴に関する初期条件で説明している。
13） 図 2 で示したように、アフリカ地域のいくつかの国でもジニ係数が高い可能性がある。ただし、アフ
リカ地域ついては当該年度にデータが利用できる国が少ない。そのため、ここでは標本サイズが大き
いラテンアメリカ・カリブ海地域とそれ以外の地域に標本を分割した。各地域の国名とその記号につ
いては付録 B を参照せよ。
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図 3 一人あたり GDPと不平等
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　一人あたり GDPと不平等 
表 1 一人あたり GDPと不平等
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海 ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域を除く）
OLS -111.5 (97.0) -65.3 (114.2)
決定係数 0.04 0.02
標本数 31 15
Robust regression -55.9 (70.2) -264.5 (132.3)∗
Quantile regression -64.4 (93.6) -293.4 (153.6)∗
OLS:外れ値を除いた場合 -34.5 (78.7) -267.3 (123.3)∗∗ 　
外れ値 SVK NIC　
注) 被説明変数は一人あたり GDP、説明変数は定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差であ
り、**は 5％水準で有意、*は 10％水準で有意を示す。外れ値は DFBETAの絶対値が 1より大き
い観測値である。
表 2 貧困率と不平等
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海 ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域を除く）
OLS 0.39 (0.43) 0.93 (0.15)∗∗∗
決定係数 0.06 0.79
標本数 14 12
Robust regression 0.08 (0.03)∗∗ 0.96 (0.16)∗∗∗
Quantile regression 0.11 (0.28) 1.07 (0.21)∗∗∗
注) 被説明変数は貧困率、説明変数は定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差であり、***は 1
％水準で有意、**は 5％水準で有意を示す。
23
表 1 　一人あたり GDPと不平等
注） 被説明変数は一人あたり GDP、説明変数は定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差であり、 **
は 5％水準で有意、 * は 10％水準で有意を示す。外れ値は DFBETA の絶対値が 1 より大きい観測
値である。
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わかる（図中の国記号については付録 B を参照せよ）。表 1 には最小二乗法（OLS）による
推定値が示されているが、このような外れ値の影響を考慮するため robust regression およ
び quantile regression による推定結果も示した。前者は残差が大きくなる観測値のウェイ
トを小さくすることで外れ値の効果を小さくしたものである。後者は（被説明変数の平均を
推定する最小二乗法と異なり）被説明変数の中央値を推定することで外れ値の効果を小さく
したものである。14）表 1 にあるように、OLS、robust regression、quantile regression のいず
れにおいても、（有意ではないが）係数は負となっている。各観測値が推定値にどの程度影
響するかは DFBETA および Cook’s distance で示される。観測値 SVK について DFBETA
は -1.00、Cook’s Distance は 0.52 である。これらの値はすべての観測値の中で最大であり、
SVK の観測値が係数の推定値に与える効果が大きいことを示している。15）表 1 に示される
ように、この観測値を標本から除いた場合にも係数は負となっている。一方で、右の図で
は、ジニ係数および一人あたり GDP が共に小さい観測値 NIC が直線の傾きに大きな影響
を与えていることが読み取れる。16）このため、表 1 の OLS の結果は有意ではないが、robust 
regression および quantile regression による推定結果は有意に負となっている。また、観測
値 NIC を標本から除いた場合の推定値は有意に負である。標本サイズが小さく必ずしも有
意とはなっていないが、図 3 および表 1 の結果は不平等度が高い国で一人あたり GDP が低
いことを示している。これらの結果は、不平等の内生性を考慮したより厳密な分析である
Easterly（2007）とも一致している。
　図 4 では、一人あたり GDP の代わりに 2007 年の貧困率を縦軸に用い、不平等と貧困の
関係を散布図として示している。ここでは、両変数が入手可能な 26 カ国（ラテンアメリカ・
カリブ海地域 12 カ国、それ以外の地域 14 カ国）を標本としている。貧困率は 1 日 1.25 ド
ル以下で生活する人口の割合であり絶対的な貧困の指標である。したがって、この散布図は
ジニ係数で示される相対的貧困と絶対的貧困の関係を示している。いずれの標本でも線形回
帰による直線は右上がりとなっており、不平等度が高い国で貧困人口の割合が高いことが示
されている。特に、右の図では不平等と貧困率の明確な正の相関が確認できる。表 2 には係
14） ここでは robust regression による推定には Stata の rreg コマンド、quantile regression による推定に
は qreg コマンドを利用した。これらの推定方法の詳細については、例えば Hamilton（2009）を参照せよ。
15） DFBETA については Belsley et al. （2005）を参照せよ。Belsley et al. （2005）は、 n を標本数として、 
DFBETAの絶対値が 2/√nを超えた場合に注意すべきとしている。ただし、 Bollen and Jackman（1990）
では、通常は 1 を超えた場合に注意すべきとしている。本稿では後者に従い、DFBETA の絶対値が 1
を超えた場合に標本からその観測値を除いて再度推定し、その推定値を報告する。Cook’s distance に
ついては Cook （1977）を参照せよ。この指標については 4/n を超えた場合に注意すべきとされる。こ
こでは n= 31 であるため、いずれの指標からも観測値 SVK は外れ値といえる。
16）観測値 NIC の DFBETA は 2.12、Cook’s distance は 1.84 である。
337
関西大学『経済論集』第63巻第3, 4号（2014年3月）
36
数の推定値が示されており、すべての推定値は正となっている。特に、ラテンアメリカ・カ
リブ海地域については、OLS、robust regression および quantile regression のいずれにつ
いても推定値は有意である。全地域（ラテンアメリカ・カリブ海地域を除く）については、
係数は正であるが、robust regression の推定値のみが有意である。DFBETA および Cook’s 
distance の値が最も大きい観測値 GEO の影響を取り除いても係数は正となっている。17）これ
らの結果は、不平等度が高い国で貧困率が高くなっていることを示している。一般には、絶
対的貧困が小さい場合でも（一部の高所得者の所得水準が高くなれば）ジニ係数は大きくな
り得る。したがって、不平等は必ずしも貧困率が大きいことを意味するわけではない。しか
し、図 4 は（特にラテンアメリカ・カリブ海地域で）不平等が貧困と密接に結びついている
ことを示している。
17） 観測値 GEO の DFBETA は 0.68、Cook’s distance は 0.3 である。これらの値からは明らかな外れ値と
はいえないため、GEO を標本から除いた場合の推定値は報告していない。
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図 4 貧困率と不平等
30
　貧困率と不平等 
表 1 一人あたり GDPと不平等
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海 ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域を除く）
OLS -111.5 (97.0) -65.3 (114.2)
決定係数 0.04 0.02
標本数 31 15
Robust regression -55.9 (70.2) -264.5 (132.3)∗
Quantile regression -64.4 (93.6) -293.4 (153.6)∗
OLS:外れ値を除いた場合 -34.5 (78.7) -267.3 (123.3)∗∗ 　
外れ値 SVK NIC　
注) 被説明変数は一人あたり GDP、説明変数は定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差であ
り、**は 5％水準で有意、*は 10％水準で有意を示す。外れ値は DFBETAの絶対値が 1より大き
い観測値である。
表 2 貧困率と不平等
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海 ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域を除く）
OLS 0.39 (0.43) 0.93 (0.15)∗∗∗
決定係数 0.06 0.79
標本数 14 12
Robust regression 0.08 (0.03)∗∗ 0.96 (0.16)∗∗∗
Quantile regression 0.11 (0.28) 1.07 (0.21)∗∗∗
注) 被説明変数は貧困率、説明変数は定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差であり、***は 1
％水準で有意、**は 5％水準で有意を示す。
23
表 2 　貧困率と不平等
）  *** は 1％水
** は 5％水準で有意を示す。
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ポスト・ミレニアム開発目標と不平等（春日）
　次に、教育に関する MDGs 指標と不平等との関係を確認する。18）図 5 では、教育に関する
ターゲット 2.A の指標を縦軸に用いている。上の二つの図では、指標として初等教育におけ
る就学率を用いている。この指標とジニ係数が入手可能な 32 カ国（ラテンアメリカ・カリ
ブ海地域 12 カ国、それ以外の地域 20 カ国）についての散布図を示した。いずれの標本でも
線形回帰による直線は右下がりとなっている。ただし、傾きは小さく、不平等と就学率の関
18） MDGs 指標および本節の以下で用いたすべての変数についても WDI のデータを利用している。これら
は世界銀行のサイト（http://data.worldbank.org/indicator）より入手可能である。
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図 5 教育と不平等
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　教育と不平等  
表 3 教育と不平等
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海 ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域を除く）
OLS -1.48 (0.97) -0.98 (0.60)
決定係数 0.14 0.28
標本数 17 9
Robust regression -2.41 (0.70)∗∗∗ -0.08 (0.89)
Quantile regression -1.89 (1.48) -0.43 (0.72)
注) 被説明変数は初等教育の最終学年まで到達する生徒の割合、説明変数は定数項とジニ係数であ
る。括弧内は標準誤差であり、***は 1％水準で有意を示す。
表 4 保健と不平等
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海 ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域を除く）
OLS 2.81 (1.09)∗∗ 0.79 (0.57)
決定係数 0.19 0.12
標本数 31 16
Robust regression 2.73 (1.09)∗∗ 0.85 (0.33)∗∗
Quantile regression 2.63 (1.62) 0.69 (0.44)
OLS:外れ値を除いた場合 0.85 (0.32)∗∗ 　
外れ値 BOL, NIC
注) 被説明変数は 5歳未満児の死亡率、説明変数は定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差で
あり、**は 5％水準で有意を示す。外れ値は DFBETAの絶対値が 1より大きい観測値である。
24
表 3 　教育と不平等
） は定数項とジニ係数である。
*** は 1％水準で有意を示す。
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係は明確ではない。より明確に教育と不平等の関係を確認するため、下の二つの図では、指
標として第 1 学年に就学した生徒のうち初等教育の最終学年まで到達する生徒の割合を利用
した。就学率と比較して、最終学年まで到達する生徒の割合はより教育の実態を表している
点で質が高いといえる。両変数が入手可能な国は 26 カ国（ラテンアメリカ・カリブ海地域
9 カ国、それ以外の地域 17 カ国）であり、各標本サイズは小さい。しかし、いずれの標本
でも線形回帰による直線は明確な右下がりとなっている。表 3 には係数の推定値を示した。
すべての推定値は負となっているが、OLS による推定値はいずれも有意ではない。しかし、
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海地域を除く）については robust regression の値が有意
に負となっている。このように、より質の高い指標を用いた場合、（必ずしも推定値は有意
ではないが）不平等が大きい国では最終学年まで到達する生徒の割合が低くなる傾向がある
ことを示している。
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図 6 保健と不平等
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　保健と不平等   
表 3 教育と不平等
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海 ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域を除く）
OLS -1.48 (0.97) -0.98 (0.60)
決定係数 0.14 0.28
標本数 17 9
Robust regression -2.41 (0.70)∗∗∗ -0.08 (0.89)
Quantile regression -1.89 (1.48) -0.43 (0.72)
注) 被説明変数は初等教育の最終学年まで到達する生徒の割合、説明変数は定数項とジニ係数であ
る。括弧内は標準誤差であり、***は 1％水準で有意を示す。
表 4 保健と不平等
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海 ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域を除く）
OLS 2.81 (1.09)∗∗ 0.79 (0.57)
決定係数 0.19 0.12
標本数 31 16
Robust regression 2.73 (1.09)∗∗ 0.85 (0.33)∗∗
Quantile regression 2.63 (1.62) 0.69 (0.44)
OLS:外れ値を除いた場合 0.85 (0.32)∗∗ 　
外れ値 BOL, NIC
注) 被説明変数は 5歳未満児の死亡率、説明変数は定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差で
あり、**は 5％水準で有意を示す。外れ値は DFBETAの絶対値が 1より大きい観測値である。
24
表 4 　保健と不平等
）  5 説明変数は定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差であり、
** は 5％水準で有意を示す。外れ値は DFBETA の絶対値が 1 より大きい観測値である。
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　次に、保健に関する MDGs 指標と不平等との関係を確認する。図 6 の散布図では、保健
に関するターゲット 4.A の指標である 5 歳未満児の死亡率（1000 人あたりの人数）を縦軸
に用いている。この指標とジニ係数が入手可能な国は 47 カ国（ラテンアメリカ・カリブ海
地域 16 カ国、それ以外の地域 31 カ国）である。いずれの標本でも線形回帰による直線は右
上がりとなっており、不平等が大きい国では 5 歳未満児の死亡率が高い傾向がある。ただ
し、左の図では観測値 NER、右の図では観測値 BOL の影響が大きいことが明らかである。
表 4 に示されるように、いずれの標本についても robust regression の結果は有意に正とな
っている（左の標本では OLS の推定値も有意に正となっている）。また、右の標本において
DFBETA の絶対値が 1 を超える BOL および NIC の観測値を除いて推定を行った場合も有
意に正となっている。19）
　図 3-6 の結果は、不平等度が高い国では主な MDGs 指標の値が悪化する傾向を示している。
ただし、散布図に示された不平等と貧困の複数の側面（所得・教育・保健）の関係は必ずし
も因果関係を示すものではない。いずれの図でもジニ係数についてはラグを取り MDGs 指
標の 2 年前の値を用いてはいるが、不平等によって各指標が悪化したとは限らない。毎年大
きく変化しないとされるジニ係数は MDGs 指標悪化の原因ではなく結果を示しているのか
もしれない。貧困率が高いために不平等が悪化したり、教育や保健についての悪条件が不平
等を引き起こすという逆の因果関係は十分に考えられる。また、その国の特徴が、不平等だ
けでなく貧困・教育・保健指標を悪化させている隠された共通の要因である可能性も高い。
ここで強調すべきは、因果関係の方向および隠された共通の要因の有無とは関係なく、1 節
で示した様々な指標の改善がみられる状況においても国内の格差が残っていることである。
たとえ MDGs の数値目標が達成された場合でも、国内には所得格差が残る。また、それは（た
とえ原因ではなくても）教育・保健指標の悪化と結びついており、これらについても国内で
グループ間格差があることは十分に予想される。20）現在の数値目標の多くが平均的な改善を
評価するように設定されており、格差の存在にはそれほど大きな注意を払っていない。この
ことは、格差の是正や不平等の改善についても各国が重視して取り組むべき開発目標とする
必要性を示している。
　更に、不平等度が高い国で教育・保健指標の改善が遅れていることは、良質な労働供給に
19） 観測値 BOL の DFBETA の値は 2.01（Cook’s distance の値は 0.99）、観測値 NIC の DFBETA の値は
-1.74（Cook’s distance の値は 1.39）であり、いずれも外れ値と判断できる。左の図の観測値 NER につ
いては、DFBETA が 0.74 であり比較的影響は小さい。標本から観測値 NER を除いても推定値は 2.11
となり 5％水準で有意であった。
20） 所得で計測した貧困と所得以外の指標による貧困の関係については Baulch and Masset （2003）および 
Grosse et al. （2008）を参照せよ。
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障害があることを意味する。これは不平等がそれらの国の成長にも悪影響を及ぼす可能性を
示している。21）図 7 は 2005 年のジニ係数と 2007 年の一人あたり GDP 成長率の関係を、両変
数が入手可能な 44 カ国（ラテンアメリカ・カリブ海地域 15 カ国、それ以外の地域 29 カ国）
について散布図として示したものである。いずれの標本でも線形回帰による直線は右下が
りとなっている。表 5 の推定値は、左の図の標本については robust regression と quantile 
regression の結果が有意に負であることを示している（ラテンアメリカ・カリブ海地域 15
カ国の標本については傾きは負であるが有意とはなっていない）。負の係数は不平等度が高
い国では成長率が低い傾向があることを示す。22）不平等と成長率が独立である場合、成長は
家計の所得増加を通じて貧困削減につながるため、成長率が正の値であれば世界全体の貧困
21） 経済成長には設備投資が必要であり、家計が将来所得を増加させるにも人的資本への投資が必要である。
　　 したがって、投資資金の獲得に関わる金融発展も成長と不平等改善に影響を与える。 Beck et al. （2007）
は、金融発展が貧困削減と不平等の改善に正の効果があることを示した。これは、不平等の一つの原
因が金融発展の遅れであることを示唆している。
22） Banerjee and Duﬂo （2003）はより厳密な方法を用いて、不平等の変化と成長に逆 U 字型の関係がある
ことを示した。
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図 7 経済成長率と不平等
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7 　 済成長率と不平等   
表 5 経済成長率と不平等
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海 ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域を除く）
OLS -0.16 (0.12) -0.06 (0.14)
決定係数 0.06 0.01
標本数 29 15
Robust regression -0.24 (0.10)∗∗ -0.06 (0.14)
Quantile regression -0.24 (0.13)∗ -0.11 (0.21)
注) 被説明変数は一人あたり DP 成長率、説明変数は定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤
差であり、**は 5％水準で有意、*は 10％水準で有意を示す。
表 6 貧困家計の所得変化率と不平等
全地域（ラテンアメリカ・カリブ海 ラテンアメリカ・カリブ海地域
地域を除く）
OLS -0.002 (0.001) 0.001 (0.005)
決定係数 0.17 0.004
標本数 17 9
Robust regression -0.002 (0.001) 0.001 (0.006)
Quantile regression -0.000 (0.002) 0.003 (0.007)
注) 被説明変数は下位 10％所得シェアの 2005年から 2010年の変化、説明変数は定数項とジニ係
数である。括弧内は標準誤差である。
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表 5 　経済成長率と不平等
）  GDP 成長率、説明変数は定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差で
** は 5％水準で有意、* は 10％水準で有意を示す。
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もいずれ消滅する。しかし、不平等が低い成長率と結びついている場合、不平等度が高い国
では低成長により貧困削減が遅れ、各国の貧困削減に格差が生まれる。図 3-6 の結果は、不
平等度が高い国で平均所得が低く、貧困率が高く、教育および保健指標が悪いことを示して
いる。また、図 7 の結果は、これらの国では成長率が低くなる可能性を示唆している。これ
らは不平等度が高い国で貧困は深刻であり、その削減も遅れるという悪循環が起こっている
可能性を示している。
　たとえ平均所得が成長している場合でも、低所得家計の成長率がゼロに近ければ貧困は長
期化し、貧困削減は進まない。また、低所得家計の成長率が高所得家計の成長率よりも低い
場合は不平等が悪化する。いくつかの研究が、家計の所得とその成長率を調査している。例
えば、Glewwe and Dang（2011）は、ベトナムの家計調査のデータより、90 年代のベトナ
ムでは貧困家計ほど所得成長率が高かったことを明らかにしている。一方、Ravallion and 
Chen（2003）は、中国の 90 年代のデータより、高所得者ほど成長率が高かったことを示し
ている。ただし、いずれの研究も平均所得の成長が貧困家計の所得増につながることを示し
ており、成長が貧困削減に貢献するという点では一致している。
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表 6 　貧困家計の所得変化率と不平等
）  ％所得シェアの 20 5 年から 2010 年の変化、説明変数は定数項とジニ係数で
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　貧困の長期化について検討するため、図 8 では縦軸に下位 10％所得シェアの変化率を用い、
不平等と貧困家計の所得変化の関係を散布図で示した。ここでは、ジニ係数および下位 10
％所得シェアの変化率が入手可能な 26 カ国（ラテンアメリカ・カリブ海地域 9 カ国、それ
以外の地域 17 カ国）を対象とした。所得シェアの変化率は 2005 年から 2010 年の変化を年
率で表示したものである。ラテンアメリカ・カリブ海地域の標本について変数間に負の関係
は認められなかったが、それ以外の地域の標本については線形回帰による直線は明らかな右
下がりとなっている。表 6 の推定値は、標準誤差がわずかに大きいため有意とはならなかっ
たが、不平等度が高い国で下位 10％所得シェアの成長率が低くなる傾向を示している。こ
れは不平等が貧困家計の所得の低い伸び率を通じて、貧困の長期化と関連している可能性を
示している。23）また、この結果は高い不平等度が貧困削減の経済成長弾力性を低下させると
いう Ravallion（1997）の結果とも整合的である。24）これらの結果は不平等度が高い国では成
長の貧困削減効果が低下するため貧困が長期化することを示している。このように、貧困削
減を進めるためにも不平等の改善は重要な政策課題であるといえる。
3 政府の役割
　前節では、不平等が貧困の様々な側面の悪化とその長期化に結びついていることを示した。
図 2 から明らかなように、不平等の指標であるジニ係数の値は国によって大きく異なる。本
節では、なぜ国によって不平等度が異なるのかについて政府の役割に焦点を当てて考察する。
　図 9 は 2005 年の各国のジニ係数と一人あたり GDP を示している。この図から明らかな
ように、横軸に示した一人あたり GDP が同水準であってもジニ係数は国によって大きく異
なる。両変数が入手可能な 47 カ国の一人あたり GDP（2005 年基準実質 GDP）の平均は約
3000 ドルである。しかし、一人あたり GDP が平均周辺の国の中でも、ジニ係数が 30 に満
たない国から 60 に近い国まで不平等の程度には大きな格差が存在する。
　Fukuda-Parr et al.（2009）は、豊かな国ほど利用可能な資源が大きいことを考慮し、
MDGs の進捗状況を計測する場合に一人あたり GDP が大きい国の指標の値を割り引いて評
価することを提案している。これは、MDGs 指標の値が同じ場合は豊かな国ほど進捗状況
を低く評価するというものである。この方法では、政府の役割が重視され、利用可能な資源
23）貧困の長期化については Hulme and Shepherd（2003）を参照せよ。
24） 貧困削減の成長弾力性についてはいくつかの研究がある。Dollar and Kraay（2002）は一国の経済成長
と下位 20％の所得成長は 1 対 1 であることを示している。また、Adams（2004）は、60 カ国の家計調
査のデータを用いて、貧困削減の成長弾力性が 2.8 であるという推定結果を示している。ただし、家計
所得の成長率の代わりに一人あたりGDPの成長率を用いた場合は推定値は小さくなり、有意ではない。
Kraay（2006）は、貧困の平均所得成長への感応性が一定であるため、平均所得の成長率向上が貧困削
減に大きく影響することを示している。
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が大きいにもかかわらず進捗状況が他国と同じであれば政府が十分な役割を果たしていない
と考える。25）この方法に従えば、一人あたり GDP が同水準であれば、ジニ係数がより高い
国の政府は不平等改善のための努力が不足していることになる。政府の役割が重要であるこ
とは Kakwani et al.（2010）によるブラジルでの社会保障の効果の研究でも示されている。
彼らは低成長期におけるブラジルの貧困家計の消費水準維持に社会保障が貢献したことを明
らかにした。図 2 および図 9 に示されるようにブラジルは不平等度が高い国であり、彼らの
結果はそのような国で再分配政策が実際に効果を持つことを示している。
　MDGs では貧困削減が重視され不平等については明示的に扱われていない。しかし、2 節
で示したように不平等度が高い国では貧困の様々な側面も悪化する傾向がある。これは、不
平等が放置されている国では貧困削減が進んでいないことを意味する。不平等は社会保障な
どの再分配政策によってある程度改善可能であり、政府の責任は無視できない。また、社会
保障は 1948 年の世界人権宣言や 1966 年の国際人権規約で国際的に認められた権利である。
それにも関わらず、多くの国で格差が放置されていることは、病気・老齢・障害・遺族・失
業などによる低所得に対する社会保障が十分でないことを示している。以下では、再分配お
よび社会保障についての政府の責任を明らかにするために社会保障支出と不平等の関係を示
す。図 9 では政府の役割を考慮するため一人あたり GDP を利用したが、これは政府が実際
に利用できる資源ではない。以下では社会保障支出により政府の再分配のための努力を計測
する。社会保障データについては、各国で制度が異なるため国際比較に利用可能なデータの
25） Randolph et al. （2010）では、このアプローチによって各国の進捗状況が評価されている。そこでは、食糧・
保健・住宅等の進捗状況について各国で大きな差があることが示されている。
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入手は困難である。特にインフォーマル経済の規模が大きい発展途上国では社会保障の対象
となる人口が限られており、国際比較可能な信頼性の高いデータも OECD 加盟国に比べて
極めて少ない。26）　
　図 10 は、社会保障とジニ係数のデータが利用可能な（高所得国を除く）76 カ国につい
て、縦軸を社会保障支出の GDP 比、横軸をジニ係数とした散布図である。社会保障支出は
International Labour Oﬃce （2010）で利用されている最も近年の入手可能なデータである（最
新データはほとんどの国で 2003-2007 年のものである）。27）ジニ係数は 2 節で利用したものと
同様に WDI から入手し、ここでは 2003-2007 年の平均を利用した。図 3-8 では不平等の効
果に注目するためラグ付きのジニ係数を利用したが、ここでは同時期の値を用いている。そ
の結果、標本サイズが大幅に増加した。2 節で述べたようにジニ係数は短期間に大きく変動
しないため、国によって異なる年次のデータを用いることの影響は大きくない。
　一般に、不平等度が高い国ではその改善のためにはより大きな再分配が必要となる。した
がって、政府が適切な政策を採用するならば（事前の）不平等度が高い国で社会保障支出も
大きくなるはずである。図 10 では線形回帰による直線は右下がりとなっており、不平等度
が高い国で社会保障支出が大きいという傾向は認められない。表 7 の 1 列目に示されるよう
26） 社会保障の分野では国際労働機関（ILO）が有用なデータをまとめている。近年の社会保障に関する国
際比較については、例えば ILO の国際労働事務局によるレポート International Labour Oﬃce （2010）
が有益である。
27） これらのデータは International Labour Oﬃce（2010）のものであり、ILO のサイト
　　 （http://www.social-protection.org/gimi/gess/ShowMainPage.do）から入手可能である。
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に、OLS および robust regression による推定値は有意に負となっている。したがって、不
平等度が高い国では政府が十分な再分配を行っていないだけでなく、むしろ再分配が少ない
傾向があることが示されている。このような社会保障支出と不平等の負の関係は OECD 諸
国を含む 64カ国のデータを用いた International Institute for Labour Studies（2008）でも
同様に観察されている。ここではジニ係数の値が再分配の前後で大きく変わらないと想定し
ているが、一部の国においては再分配の前後でジニ係数の値が大きく変わっている可能性も
否定できない。28）その場合は、社会保障の充実が所得分配を大きく改善している（社会保障
が十分でないことが不平等度が高くなる要因の一つである）という評価が可能となる。
28） Banerjee and Duﬂo （2003）は、再分配前と再分配後の所得分配の差は、再分配が必ずしも税制度を利
用したものでなく最低賃金などの他のメカニズムによるものであるため、それほど大きくはないとし
ている。
表 7 社会保障と不平等
　 (1) 社会保障/GDP　　 (2) 社会保障/政府支出
OLS -0.18 (0.08)∗∗ -0.004 (0.001)∗∗
決定係数 0.06 0.07
標本数 76 76
Robust regression -0.16 (0.09)∗ 0.004 (0.002)∗∗
Quantile regression -0.15 (0.12) 0.003 (0.003)
注) 被説明変数は (1) 社会保障費が GDP に占める割合、(2) 社会保障費が政府支出に占める割合
である。説明変数はいずれの推定式においても定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差であ
り、**は 5％水準で有意、*は 10％水準で有意を示す。
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表 7 　社会保障と不平等
注） 被説明変数は（1）社会保障費が GDP に占める割合、（2）社会保障費が政府支出に占める割合である。
説明変数はいずれの推定式においても定数項とジニ係数である。括弧内は標準誤差であり、** は 5
％水準で有意、* は 10％水準で有意を示す。
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　図 10 では社会保障支出の GDP 比を用いて政府の努力の指標とした。しかし、社会保障
支出が少ない国では利用できる資源が少ないのかもしれない。特に、不平等度が高い国の場
合、中間層が少なく貧困家計が多いために税収が少ない可能性がある。その場合は、実際に
利用できる資源が少ないことが社会保障が不十分となる理由であり、海外からの援助による
再分配政策が必要となろう。29）図 11 では、政府が利用可能な資源の大きさをコントロールす
るため、縦軸を社会保障支出の政府支出に占める割合とした。線形回帰による直線は図 10
と同様に右下がりとなっており、ここでもジニ係数が高いほど社会保障支出が少ないという
傾向が確認された。表 7 の 2 列目に示されるように、OLS および robust regression による
推定値が有意に負となっている。このように、利用できる資源を考慮しても、ジニ係数が高
い国で社会保障支出が少ない傾向が認められる。30）この結果は、不平等度が高い国では再分
配についての政府の責任が十分に果たされていないことを示している。 
4 結論
　本稿では、2015 年に数値目標の期限を迎える MDGs の指標を用いて、所得の不平等と貧
困およびそのいくつかの側面の関係を示した。MDGs の重要な目標である貧困削減につい
ては、近年貧困率が大幅に改善し 2010 年の段階で世界全体では数値目標が達成されている。
それにも関わらず、国レベルの指標の値には大きな格差があり、国内のグループ間格差も残
っている。本稿の結果は、不平等度が高い国で教育・保健分野の進捗状況が悪く、低い教育
水準と不健康がそれらの国で貧困を長期化させる悪循環が存在する可能性を示唆している。
ただし、これらは不平等が貧困の原因であるという因果関係を明らかにしたものではない。
したがって、各 MDGs 指標および不平等の決定要因についての厳密な分析が必要であるこ
とはいうまでもない。それにもかかわらず、不平等が貧困削減の経済成長弾力性を低下させ
ることは Ravallion（1997）でも指摘されており、不平等と低い成長率が相関している場合
には、貧困の長期化がさらに深刻化する。この結果は、ポスト MDGs では不平等の改善を
重視すべきである一つの根拠となる。
　国内の不平等については各国政府の責任が大きい。本稿で示したように、ジニ係数は国に
29） Kasuga and Morita（2012）では、海外からの援助とその有効性が不平等にどのように依存するかを分
析している。
30） 不平等と税の関係は中位投票者定理に基づいたいくつかのモデルで考慮されている。不平等と税率お
よび成長率の関係を分析した Alesina and Rodrik （1994）では、不平等度が高い国で大多数の貧困層が
高所得者への課税を希望するため、税率が高くなり成長率が低下するという結論が示されている。こ
れは、不平等度が高い場合に一定の GDP のもとで税収が増加することを意味する。一方で、GDP が
変化する長期では、不平等による高い税率は成長率を下げることになり、図 7 の結果と一致する。不
平等、税率、成長率の関係については Persson and Tabellini （1994）も同様の結果を得ている。
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よって大きく異なり、その差は一人あたり GDP が同水準であっても非常に大きい。このこ
とは、特に一人あたり GDP が高い国について、再分配政策が不十分であることを意味する。
発展途上国のデータを用いて不平等と再分配政策の関係を調べたところ、不平等度が高い国
で社会保障支出が小さくなる傾向が見られた。これは、政府による不平等への対応が不十分
であることの一つの証拠といえる。したがって、ポスト MDGs においては、政府の再分配
政策についても重視されるべきである。
　MDGs の数値目標設定については、Clemens et al.（2007）や Easterly（2009）が指摘す
るように非現実的であるという批判があった。しかし、一方で Fukuda-Parr et al.（2013）
が示したように進捗状況が低いと評価されるアフリカ地域においても、MDGs 導入後に進
捗トレンドの改善が見られる。このように数値目標の導入には優先すべき分野を設定し努力
を促す効果がある（Manning, 2010）。貧困削減と異なり、国内の格差や不平等の改善につい
ては必ずしも強い国際的合意があるわけではない。それでも、すべての人々が安定した生活
を送るための社会保障は国際的に認められた基本的な権利である。また、平均的には豊かに
なっている多くの国々において、貧困と不平等が放置されることは政府が果たすべき役割の
放棄を意味する。国内の格差是正を進めるためには、不平等の弊害についてのさらなる研究
成果の蓄積が必要であろう。
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付録 A：MDGs の各目標および本文中のターゲット・指標
目標 1：極度の貧困と飢餓の撲滅
　 ターゲット 1. A：2015 年までに 1 日 1.25 ドル未満で生活する人口の割合を 1990 年の水準
の半数に減少させる。
　指標：貧困率（1 日 1.25 ドル以下で生活する人口の割合）
目標 2：普遍的初等教育の達成
　 ターゲット 2. A：2015 年までに、全ての子どもが男女の区別なく初等教育の全課程を修
了できるようにする。
　指標：初等教育の純就学率、初等教育の最終学年まで到達する生徒の割合
目標 3：ジェンダーの平等推進と女性の地位向上
　 ターゲット 3. A：可能な限り 2005 年までに初等・中等教育における男女格差を解消し、
2015 年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解消する。
　指標：初等教育における男子生徒に対する女子生徒の比率
目標 4：乳幼児死亡率の削減
　ターゲット 4. A：2015年までに5歳未満児の死亡率を1990年の水準の3分の1に削減する。
　指標：5 歳未満児 1000 人あたりの死亡者数
目標 5：妊産婦の健康の改善
目標 6：HIV/ エイズ、マラリア、その他の疾病のまん延の防止
目標 7：環境の持続可能性確保
　 ターゲット 7. C：2015 年までに安全な飲料水及び衛生施設を継続的に利用できない人々
の割合を半数に減少させる。
　 指標：浄化された水源を継続して利用できる人口の割合、適切な衛生設備を利用できる人
口の割合
　ターゲット 7. D：2020 年までに少なくとも 1 億人のスラム居住者の生活を改善する。
　指標：スラムに居住する都市住民の割合
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目標 8：開発のためのグローバルなパートナーシップの推進
詳細については、国連のミレニアム開発目標についてのサイト
（http://www.un.org/millenniumgoals/）を参照せよ。本稿における各MDGs 目標等の日本
語表記については外務省の援助政策に関するサイト
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html）を参考にした。
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付録 B：国記号
ヨーロッパ・中央アジア地域 
ALB アルバニア  ARM アルメニア  AZE アゼルバイジャン
BGR ブルガリア  BLR ベラルーシ  EST エストニア
GEO グルジア  HRV クロアチア  HUN ハンガリー
KAZ カザフスタン KGZ キルギス  LTU リトアニア
LVA ラトビア  MDA モルドバ  MKD マケドニア
MNE モンテネグロ POL ポーランド  ROM ルーマニア
RUS ロシア連邦  SRB セルビア  SVK スロバキア
SVN スロベニア  TJK タジキスタン TUK トルコ
UKR ウクライナ  UZB ウズベキスタン
ラテンアメリカ・カリブ海地域
ARG アルゼンチン BOL ボリビア  BRA ブラジル
CHL チリ  COL コロンビア  CRI コスタリカ
DOM ドミニカ共和国 ECU エクアドル  HND ホンジュラス
JAM ジャマイカ  MEX メキシコ  NIC ニカラグア
PAN パナマ  PER ペルー  PRY パラグアイ
SLV エルサルバドル URY ウルグアイ  VEN ベネズエラ
アフリカ地域
BDI ブルンジ  BEN ベナン  BFA ブルキナファソ
CAF 中央アフリカ CMR カメルーン  CIV コートジボワール
COG コンゴ共和国 ETH エチオピア  GAB ガボン
GHA ガーナ  GIN ギニア共和国 GMB ガンビア
KEN ケニア  MDG マダガスカル MLI マリ
MOZ モザンビーク MRT モーリタニア NER ニジェール
NGA ナイジェリア RWA ルワンダ  SEN セネガル
SLE シエラレオネ SYC セーシェル  TCD チャド
TGO トーゴ  TZA タンザニア  UGA ウガンダ
ZAF 南アフリカ  ZMB ザンビア
中東・北アフリカ地域
EGY エジプト  IRN イラン  JOR ヨルダン
MAR モロッコ  TUN チュニジア  YEM イエメン
南アジア地域
AFG アフガニスタン BGD バングラデシュ BTN ブータン
IND インド  LKA スリランカ  MDV モルディブ
NPL ネパール  PAK パキスタン
東アジア・太平洋地域
CHN 中国  FJI フィジー  IDN インドネシア
KHM カンボジア  LAO ラオス  MYS マレーシア
PHL フィリピン  THA タイ  VNM ベトナム
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